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1.背景,課3,日的
近年,世界貿易機関(WTO)における多角的貿易交渉や,国や地域間での経済連携協定(EPA),
自由貿易協定(FTA)が進展しており,日本においても環太平洋戦略的経済連携協定(TPP) -
の参加が検討されるなど,世界の自由貿易化が進んでいる.こうした貿易障壁の撤廃の動きは,
多国籍資本の主導による多様な産業の国際分業を促進しており,その傾向は,世界の穀物市場に
おいても確認されている.例えば芽野〔15〕は,これまで穀物メジャーが大豆の搾油事業におい
て, (彰アメリカ国内でのシェア拡大, ②南米での集荷能力の増強, ③ (南米における)大豆搾油
会社の買収による生産事業-の追出, ④輸入が急増する新興国(中国･インド)の販売拠点-の
進出, ⑤新興国での生産事業の展開,といった順序で事業展開してきたことを述べており,垂直
的な各段階における国境を越えた分業が確認できる.
現在が,これら多国籍企業が主導的な役割を担ってグローバルな規模での農業･食料システム
を形成している段階にあると指摘するのが, FrledmannやMcMichaelが主に提唱する｢フード･
レジーム論(Food Regime Perspective)｣である.これは,レギュラシオン理論の枠組みから,農業･
食料システムにおける資本蓄積の過程を社会経済体制(労働と消費に関する諸制度の集合)によ
る調整様式と結びつけて説明しようとするものであり,そこでは現段階において,アグリフード
ビジネスの多国籍的な活動を通じて各セクター内部での国境を越えた分業を特徴とするフード.
レジームが発展していることを述べている(註1)二　前述した芽野〔15〕の指摘する通り,多国
籍企業の活動範囲は広がっており,こうした国境を越えた国際分業体制が拡大している.
本稿は以上の議論を背景に,次の点を課題として設定する.日本がTPP-の参加を検討する等,
■東北大学大学院農学研究科博士後期諜稗
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これまで食品加工部門の多くを国内産業に依拠してきた,東アジア3カ国(韓国,台湾,日本)
における市場開放が進展する見込みであるのだが,その際, 3カ国の食品加工部門が一連のフー
ド･レジームにどのように組み込まれ得るかという点である.
本稿は,上述した課題を議論する為,大豆油を主な研究対象として,東アジア各国の植物油業
界の現状と,中国-事業展開する穀物メジャーの東アジアにおける戦略を明らかにし,東アジア
植物油市場の将来像を提示することを目的とする.この際,穀物メジャーの中国-の事業展開に
ょる,現段階での日本の植物油業界-の影響についても言及したい. Friedmann 〔2〕は,飼料
穀物としても油糧作物としても重要な位置を占める大豆が,フード･レジームの国際分業へのシ
フト-影響を与える主要な作物であると述べており,研究テーマとして適切であろう.本稿の分
析の特徴は,まず各国の植物油業界の現状と特徴を企業ベースで整理し,その上で,東アジアの
市場開放に伴う穀物メジャーによる事業展開(再生産過程)の戦略を述べている点にある.穀物
メジャーによる中国搾油事業-の進出については,郭〔7〕,院〔20〕が論述しているものの,東
アジア各国を含めた議論はなされていない.本稿は,フード･レジームにおける東アジアの新し
い位置づけについての議論の発端となる研究として有意義である(註2).
註･ 1) FrledmannandMcMIChael 〔2〕, Friedmann 〔3〕,磯田〔6〕, p9-10を参照.
2)なお,本稿を執筆するにあたって, 2010年9-11月の期間に,日本植物油協会,幸書房,三井物産,
日清オイリオグループ, ∫-オイルミルズにて聞き取り調査を行っている.
2.国際植物油市場における東アジアの位置づけ
まず,東アジア地域の国際植物油市場における位置づけを,統計資料から確認しよう.
第1表は,世界の生産量L位7品目の植物油からパーム油とパーム核油を除いた品目について,
2010年における世界と東アジア地域の生産量を示したものである.第1表から,中国,台湾,日本,
韓国といった東アジア地域で,世界で生産される大豆油,菜種油,綿実油,落花生油の1/4以上
が生産されていることが分かる.特に,中国は大豆油において世界第2位の生産国である.次に,
東アジア地域の消費量について検証する.第2表から,同地域で消費される大豆油,菜種拍,棉
実油,落花生油の4品目が,世界消費の大きな割合を占めていることが確認できる.東アジアは,
植物油生産と消費において世界の大きな割合を占めている.第1凶から,この束アジア市場にお
ける植物油の生産量,消費量は増大しており,当該市場は末だ,拡大傾向にあることが分かる.
ここで,消費量を品目別に検討すると,中国以外の国において,日本で菜種油の消費量が大き
いことを除き,大豆油の消費が消費される植物油の大半を占めている.生産量,消費量とも大き
な位置を占める大豆油は,研究対象として有意義であろう.
最後に,束アジアにおける大豆の需給動向を検証しよう.第3表は, 2009-10年における同地
域の大豆需給を示している.表から,同地域に供給される大豆の大半が輸入によって賄われてお
り,その大豆消費の大半が植物油を含む加工部門に振り分けられている点が確認できる.また第
4表から,こうした大豆が,米国,ブラジル,アルゼンチンといった米州大陸から輸入されてい
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ることが見て取れる.東アジアは,原料である大豆の大半を米州大陸からの輸入から賄っており,
前節で言及したように,米州大陸から東アジア-,大豆が供給される構造が確立している.
第1表　東･東南アジアにおける植物油生産量(2010年) (単位1,000t. %)
晶目 ?(､Xﾇb?激Aジア 劔??
中国 ?I??坙{ 亊異?その他 ?ﾈ4?x4?ﾉ?tﾉzb?
大豆油 鼎?田B?0,317 ?途?52 ?cR?5 ?r??
菜種油 ?"ﾃcCb?,219 ??80 ???b纈?
ひまわり沖 免ﾂﾃ#cb?70 ?? ? ?紕?
綿実油 釘ﾃ田?1,378 ?6 ?R??ゅ"?
落花生油 釘ﾃ?r?,204 釘? ? 鼎R??
資料　USDAPSDOnlineホームページ〔19〕より筆者作成.
注　その他は,香港と北朝鮮.
第2表　東アジアにおける植物油消費量(2010年) (単位1.000t. %)
品目 ?(､Xﾇb?激Aジア 劔唏??
中国 ?I??坙{ 亊異?その他 ?ﾈ4?x4?ﾉ?tﾉzb?
パーム油 鼎づ#??,277 ?SR?80 ?sR?6 ?R??
大豆油 鼎?cs?12,198 ?ッ?93 鼎S2?18 ?"繧?
菜種油 ?2ﾃ3迭?,100 ??908 鉄? ??2?
ひまわり油 免ﾂﾃ?B?20 ??30 ? 釘??
パーム核油 迭ﾃ??500 ?80 ? 免ﾂ紕?
綿実油 釘ﾃピR?,375 ?ll ?? ?ゅ?
落花生油 釘ﾃツb?,184 釘? ?12 鼎R??
資料. USDAPSDOnlineホームページ〔19〕より筆者作成.
注:その他は,香港と北朝鮮
-大豆′由生産暮
-大豆ン由′肖**
+熊稚油生産i
一一▼1l_8 IbT一
♯パーム油消すt
資料　USDAPSDOnllneホームページ〔19〕より筆者作成.
第1図東アジアにおける主要な植物油生産量･消費iの推移
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第3表　東アジア地域における大豆需給(単位1,000t)
大豆 
2009年 ????
生産量 ?6,668 ?bﾃC??
輸入量 ?1,611 田づ田?
輸出量 ?08 鼎sr?
消費量 ?2,694 塔"ﾃs#r?
加二⊥用 鉄bﾃS??5,823 
食用 ?2ﾃs??4,295 
飼料用,種子用 ?ﾃCsR?,609 
期末在庫量 ?4,961 ?rﾃ??
資料　USDAPSDOnllneホームページ〔19〕より筆者作成.
注　植物油としての消費は加工用部門に含まれる.
第4表　東アジア主要4カ国における相手国別大豆輸入1 (2009)
輸入量(t) ?ﾙt?ﾉ|ｨ,???乖Hﾘr３?
米国 ?bﾃ3S津##b?3.4 
ブラジル ?rﾃc?ﾃC??5.8 
アルゼンチン ?ﾃsCrﾃ#3b?.6 
L位三か国計 鼎rﾃs途ﾃピ2?6.8 
隻?些 ?ﾃc?ﾃcs?3.2 
総輸入量 鼎津3唐ﾃSC2?00 
資料InternatlOnalTrade Center (ITC)ホームページ[4]より筆者作成
注対象は,東アジアの大豆油生産の大半を占める中国,日本,台湾,韓国の4カ国.
3.韓国･台湾･日本における植物油業界
次に本節では,本稿の関心の対象となっている東アジア3カ国の植物油業界の現状と特徴につ
いて整理する.
1)韓国･台湾･日本における植物油業界の共通点
まず,東アジア3カ国の植物油業界の特徴を捉える為, 3国の共通点を整理する. 3カ国は,
以下3点の共通点を有している.
①海工場型の大規模装置産業. ②原料輸入･国内搾油方式による供給. ③寡占的な市場.
①, ②の通り, 3カ国の植物油業界は沿岸部に工場を建設し,輸入原料を貨物船から直接荷揚
げして搾油している.こうした海工場の建設は,輸入による安価な原料集荷の柔軟性･大規模化
を可能とし,工場の大型化･効率化に貢献している.逆に,大量の均質な原料を要求する装置型
産業に対して,輸入原料だからこそ応えることができたとも指摘できる(註1). 3カ国の羊要企
業のうち海工場を有していないのは台湾のTTETユニオンのみであるが,この企業も,輸入原
料を用いて植物油を供給している.
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また③については,各国で事情は異なるものの,製品輸入の増加や自由化-の圧九　国内市場
の縮小といった要因から,植物油供給を担う大手企業の統合が進んでおり, 2-3社の大企業が高
い占有率を有する寡占的な市場となっている.
2)韓国における植物油業界
次に,各国の動向をより詳しく把握する為, 3カ国それぞれの植物油業界の現状について概観
する.まず韓国では,ウルグアイラウンド農業交渉の後に植物油の輸入関税を大幅に引き下げた
為,米国などからの大豆油輸入が急増し,現在,輸入植物油が国内消費量の過半を占めている.
第2図は韓国における大豆油生産と
輸入の推移であるが,年を追うごと
に国内生産のシェアが低下している
点が見て取れる(註2).この韓国
-の主要な大豆油輸出国はアルゼン
チン,アメリカ,ブラジルであり,
それぞれ金額ベースで, 2009年に
おける韓国の大豆油輸入の81.1%,
ll.7%, 3.7%を占めている.上位
3カ国で,韓国が輸入する大豆油の
96.5%を供給しており,米州大陸に
よる影響力の強さが窺える(註3).
l～0　--　-　~　　　　　　　　-I--㌔ . ,-
lヽ　　′
-生産i
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くFt　くれ171の　gl gI Fl (一l　くれ　くつ　く⊃　0　0　0　くつ　O Q　⊂⊃　O rLl
Ch Ch lJl ql ql ql lTl (yl lJl　くつ　〇　〇　〇　〇　O O　○　○　亡〉　く⊃
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出典　USDAPSD-Onllneホームページ[19]より筆者作成.
第2図　韓国における大豆油生産量と輸入iの推移
この韓国で植物油を寡占的に供給
するのが, CJと新東邦の国内企業2社であり, 2004年にそれぞれ,家庭用大豆油市場において
49.4%と32.3%,家庭用トウモロコシ油市場において34.0%と23.4%の販売シェアを有してい
る(註4).韓国では,中国と違って外資による搾油事業-の参入は確認できず,外国企業は輸
出による製品供給を選択している.
3)台湾における植物油業界
次に,台湾の植物油業界について検証する.台湾では,供給される植物油の約65%が大豆油,
約23%がパーム油,約5%が菜種油によって占められている.この台湾においても,近年,大
豆搾油量の減少が起きている.これは主に, 1997年の口蹄疫の発生と, 2002年のWTO加盟を
契機とした畜産物の輸入増加に伴う,域内畜産業の後退を主な要因とする.大豆の搾油事業は,
大豆油と,家畜の餌となる大豆ミールの2品目を産出するのだが,実は,数量×単価の金額ベー
スで比べた場合,大豆油よりも大豆ミールの価値が高く,大豆搾油の採算性は,大豆ミール需要
の動向に大きく左右される.域内畜産業の後退はて飼料である大豆ミール需要の減退に繋がり,
ひいては,大豆搾油事業の衰退に直結している.こうした国内大豆搾油量の減少に伴って,台湾
では植物油輸入が増加傾向にあり,台湾の植物油業界は海外の製油資本との競合にさらされてい
る(註5).
台湾における植物油業界は次のような状況にある. 1982年, 4製油企業の共同出資による大
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八統益股扮有限公司(略称TTETユニオン)が
設立され, 1984年に台南市の内陸部に大豆処
理能力2,200t/日の大型工場が建設された.そ
の後新たな出資者を得たTTETユニオンは,
1998年に2,500t/日の処理能力を有する第2工
場を建設している.また,同じ1998年,小規
模な製油企業4社の生産部門を一つに統合した
中聯油脂股恰有限公司(セントラル･ユニオン
油脂:CUOC)が発足している.このCUOCは,
台湾最初で現在唯一の｢海工場｣
であり, 3,000t/日の大豆処理能
力を有している.
これら2社-の統合の特徴は,
企業統合ではなく生産部門のみの
統合であった点である.共同出資
を行ったそれぞれの企業は,引き
続き精製工程のみを有する製油企
業として活動を続けている.また,
同じ工場で搾油された植物油をそ
木
第5表　台湾における大豆圧搾企業(2002年)
企業名 ?h蝎Eﾉ|ﾒ③?｢?
大統益 釘ﾃs??
中聯 ?ﾃ??
恵勝 塔??
台糖 ?C?
通順 ?S?
生産能力 湯ﾃ??
資料:日本･台湾の植物油脂事情&台湾･日本紀
行ホームページ[14]
第6表　食用植物油脂の販売集中度(2008)
順位 倆?ﾂ?ﾌ売量(t) ?h4h4?R?
1 ?ｩ?4?88ｨ4??ｸ?7b?,374,400 田?b?
2 ?rﾘ4?88ｸ7?ｸ5?579,000. ?R絣?
3 傴ｩ?蝌ｼb?63,500 途??
4 ?ｸ?5ﾈ?oｸ闥?6,000 ?繧?
5 凉ﾘﾊIE??ｸﾔ?69,000 ???
5位計 ?2,271,900 ????
総販売量 ?2,267,947 ???
資料:日刊経済通信社[10].
れぞれのブランドとして販売している(註6).
2大製油企業の登場と競争により台湾で大豆油の圧搾を行う企業はわずか5社に減少し,製油
産業の構造は大きく変化した. 2社を合わせた市場占有率は約85%であり,これら2社が市場
を牽引する,寡占市場の構造が確立されている(第5表参照).
4)日本における植物油業界
最後に,日本の植物油業界の動向を概観する.日本の植物油業界は, ①高齢化の進展や人口減
による国内市場の縮小, ②新興国の経済発展や世界的な人口増による中長期的な原料価格の高騰,
③消費者の低価格志向, ④穀物メジャーからの輸入関税引き下げ-の圧力といった問題に危機感
を有しており,各社は国際競争力の強化を模索している.
こうした危機感の下,日本でも2002･03年にかけて植物油業界で再編が起きた. 2002年4月
に,当時植物油業界第2位のホーネンコーポレーションと同3位の味の素製油が経営統合し,更
に2003年に吉原製油を子会社化し, ｢J-オイルミルズ｣が設立された.また, 2002年10月に,
日清製油,ニッコー製油,リノ-ル製油が経営統合し, ｢日清オイリオグループ｣が設立された(註
7).現状では,日清オイリオグループが60.6%の高い占有率を誇っており,それにJ･オイルミ
ルズ(25.5%),昭和産業(7.2%)が続いている(第6表参照).
植物油市場の動向は,次の通りである.パーム油を除いて,供給される植物油の大半は国内で
搾油された製品であり,海外からの輸入は僅かである.品目別に見ると,菜種油が約36.9%の
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高い占有率を有し,それにパーム油(22.6%),大豆油(20.7%)が続いている(註8). 2007年
までは,大豆油の供給量がパーム油供給量よりも多かったものの, 2008年からその位置が逆転
している.
以上, 3カ国の植物油業界について概観してきた.各国とも,原料輸入･国内搾油方式による
植物油供給を基本としており,国内搾油事業-の外資による参入は確認できない.しかし,製晶
輸入の拡大や,自由化-の圧力等, 3カ国で程度に差はあるものの,市場開放-向けた圧力が強
まり,市場の寡占化が進む傾向にある.また,関税引き下げの為に米州大陸からの植物油輸入が
増加している韓国の植物油業界の動向は, TPP参加後の日本の植物油市場の動向を考える上で
参考になるはずであり,今後の研究課題の1つとなろう.
註1)宇根〔18〕, p 27参照.また,これら2点の特徴は,中国沿岸部の大型製油工業にも当てはまる.
2)このような状況である為, 2010年の大豆油匝】内自給率は36.4%となっている.
3) InternatlOnalTrade Center (ITC)ホームページ〔5〕を参照.
4)アジア産業研究所〔1〕 p.338参照.
5)韓国と同様に,外資企業による搾油事業の参入は確認できない.また,輸入される植物油の人半はパー
ム油であり,その他,量は少ないものの,米国からの大豆油,カナダからの菜種油輸入が増加している.
6)日本植物油協会ホームページ〔8〕を参照.またこの他,個々の企業は大豆油以外の油とのブレンド
による独自の商品開発を行っている.また, TTETは自らも植物油販売を行っている.
7)字根〔18〕を参照.
8)農林水産省〔11〕の2009年のデータ.
4.穀物メジャーによる中国への進出
本節では,中国における植物油製造業の構造を最初に述べた上で,穀物メジャーによる中国-
の参入状況について企業ベースで整理する.またそれら穀物メジャーが,韓国･台湾･.日本も含
めた東アジア市場を開拓するにあたって,どのような戦略を有しているか明らかにする.一
1)中国における植物油製造業の構造
穀物メジャーの進出状況を述べるにあたって,まず,中国における植物油製造業の構造につい
て整理しておきたい.中国は,世界最大の菜種生産国であり,大豆,綿実,落花生などの世界有
数の油糧作物生産国である.しかしその植物油製造業は,必ずしも国内産の原料を使用していな
い.中国における植物油製造業は,沿岸部に立地して,輸入原料を使用する外資系の大型製油工
業と,内陸部に立地して,国内産原料を用いる小規模搾油工場の二つに大きく区分される.こう
した植物油製造業の二重構造は, ①零細な農場経営によって生産される内陸部の大豆の価格競争
力が弱い点と, ②中国国内のインフラ整備が不十分である点の2点の理由から,内陸部で生産さ
れる油糧作物の沿岸部-の供給が困難であることを成因としている(註1).
中国では,米国やカナダで見られるような集荷システムが整備されておらず,国内で生産され
る油糧種子は,農家が個々に袋詰めし,生産地近くに立地する小規模の製油工場-出荷されてい
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る.一方,大消費地である都市部が立地する沿岸部では,この10年余りの間に内外の製油資本
が相次いで大型の製油工場を建設し,輸入される大量の油糧作物を処理する体制が構築されてい
る(註2).
2)穀物メジャーによる中国植物油業界への進出
次に,穀物メジャーによる中国-の参入動向を整理する.穀物メジャーの動向を捉えるにあたっ
ては,沿岸部の大型製油工業の状況の整理が不可欠であろう.第5表は,中国の製油工業におけ
る売上高の上位10社である.いずれも,中国沿岸部に立地しているのだが, 10社中, 8社が外
資系である点が確認できる.中国の搾油事業における外資系企業の占める割合は大きく,院〔20〕
及び郭〔6〕は, 2006年時点で97社ある中国の搾油企業のうち, 64社が外資100%の企業か外
資との合弁企業であり,これら外資系企業が,中国の年間加工能力の66%と,年間大豆加工量
の80%以上を占めることを述べる(註3).
第7表　植物油の売上高上位10社
所在地 傀ｩtﾈﾆ?B?э纃?千元) ?ﾘ?蜥?xﾋ2?
東海糧油工業(張家港)有限公司 俔ﾙ??????O資 湯ﾃ?づ3SB?,730,172 
秦皇島金海糧油工業有限公司 ?ﾙfｸ??ﾖ98x??O資 迭??ﾃSs"?,421,766 
黒竜江九三油脂有限責任公司 俛Y{8ﾕﾘ?zｨ7ｨ???L限公司 釘ﾃ?Bﾃ??3,775,510 
大海糧油工業(防城港)有限公司 儘ﾉ?f?俟?2?O資 ?ﾃ???2?,428,553 
三河fE福根油集団有限公司 ?ﾙfｸ??eh??L限公司 ?ﾃc#"ﾃSs?1,731,928 
益海(連要港)糧油工業有限公司 俔ﾙ???抱ﾖ?2?O資 ?ﾃSs"ﾃ??1,961,711 
上海嘉里根油工iLk有限公司 ?8､8??O資 ?ﾃCSbﾃ?2?,088,639 
南海油脂工業(赤湾)有限公司 儘ﾉ8ﾈ??dｧ'(??O資 ?ﾃ3途ﾃ?B?,862,514 
金光食品(芋波)有限公司 ??ﾘ??Fx??O資 ?ﾃc?ﾃc??,013,739 
北海糧油工業(天津)有限公司 儻i,8??O資 ?ﾃ33津S#b?83,385 
資料　中国市場年鑑編輯部〔17〕
外資系企業の参入の背景には,何があるの
だろうか.この背景には,穀物メジャーが米
州大陸の農家に資金供与して大量生産した大
豆の供給先を,市場開放の進展した中国市場
の開拓によって安定的に確保する狙いがある
(註4).中国は, 2001年末にWTO-加盟し,
2002-05年の移行期間を経て2006年から貿易
第8表　穀物メジャーの中国進出状況
穀物メジャー 偃X,??y??髣艶?
ADM/Wilmar ?i|h?&2??4?? 
益海集団 ?b?
嘉里集団 湯?
その他 尼?
プンゲ ?6 
カーギル ?5 
資料一郭[7]
の自由化を実行した. WTO加盟以前は,中国
の油糧種子と植物油の貿易は,国家機関である中国糧油公司が一元管理していたものの, 2001
年から民間に対する輸入の関税割当枠を徐々に増加させ, 2006年から完全に自由化することと
なった.このような動静を見極めていた企業が,穀物メジャーの一角を占めるADM (Archer
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Daniel Midland Company)と,シンガポール資本の搾油大手であるWilmarである. 2000年まで,
穀物メジャーは中国の搾油工場-原料を供給していたのだが, 2000年の, ADMとWilmarの合
弁による中国搾油事業-の参入をきっかけとして,外資の参入が始まった(註5).
資料:郭【7]
第3園　中国における圧搾事業の企業別占有率
資料:郭[7]
第4図　中国における精製事業の企業別占有率
次に,穀物メジャーの進出状況について企業ベースで確認したい.第7表は,穀物メジャーに
よる中国-の進出状況である.ここで注目すべきは, ADMの合弁相手である. ADMはWilmar
と中糧集団の2社と提携している.シンガポール資本であるWilmarは, 26社の大豆圧搾企業
を有する益海集団を傘下に置いている.また, Wilmarが2007年に買収したKuokグループは,
傘下に嘉里糧油(中国)有限公司という中国最大の食用植物油の加工生産体系を構築した企業を
有している(註6).更に,中国糧油食品進出口(集団)有限公司(中程集団:COFCO)は,中
国における食品企業の売上高トップの企業であり,食用油卸売と消費者向け食用油の販売におい
て,業界第2位のシェアを誇っている(註7).
第3図,第4図は,中国における植物油圧搾事業と,精製事業の企業別占有率である. ADM
の提携する益海幕里集団と中糧集団が市場の4割以上を占有している点が見て取れる.されに対
して他穀物メジャーでは,カーギルとブンゲが,現地企業を買収するなどして参入しているが,
その占有率はADMに比べると小さい(註8). ADMは, WilmarGroupとの連携等により中国
市場-先行して参入することで,大きな占有率を獲得している.
3)束アジアにおける穀物メジャーの戦略
最後に,東アジア市場における穀物メジャーの戦略について, 2010年10月に行った聞き取り
調査及び,油脂工業会館〔22〕を基に記述する.穀物メジャーは,中国を東アジアの大豆加工セ
ンターと位置づけ,自国での搾油能力を削減しながら中国での搾油能力を拡大しており,中国搾
油業界は,規模,質的にも高い国際競争力を持った産業-と変貌している.一方,日本,韓国,
台湾の市場は縮小傾向にある為,穀物メジャーにとって搾油事業-参入する程の魅力を有してお
らず,将来,中国の製油産業が国内需要を満たした後は,大豆加工センターであるヰ国からこれ
らの国々-の大豆油,大豆ミール輸出が増大すると考えられる(註9).穀物メジャーは,次の
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事業視野を東アジア-向けており,その動向が,東アジア地域を世界規模でのフード･レジーム
における製品供給先として組み込もうとしている.実は,現在中国における搾油能力は過剰投資
の状態にあり,中国における植物油搾油量を大幅に上回っているのだが,こうした動向は,東ア
ジア市場に対する期待感を表す材料となろう.また,中国の植物油業界において高い占有率を有
するADMは東アジアにおいて大きな影響力を持つ可能性があり,今後の動向に注意が必要であ
る.
註1) Tuan 〔16〕, p4-6を参照.
2)日本植物油協会ホームページ〔8〕を参照.
3)院〔20〕, p.24-26,郭〔7〕, p.1を参鳳
4)芽野〔15〕を参照.
5)幸に,日本植物油協会ホームページ〔8〕及び, 2010年10月に行った,株式会社幸書房の放締役社
長である桑野知章氏からの聞き取り調査に依る.またこの他,中国の製油工業が参′入障壁を設ける程
の技術力を有していない点や, 2004年の中国企業による大豆買付契約の不履行の経験から,モラル･
ハザードを防ぐための,穀物メジャーによる中国企業の買収が進展した点も,参入が増加した理由と
して指摘されている(人民網日本語版ホームページ〔23〕,院〔20〕 p25).
6)郭〔7〕,安田〔21〕を参照.
7)シープレス〔13〕 p,113,岡三証券〔12〕を参嵐
8)郭〔7〕を参月乳郭〔7〕は,カーギルが韓国企業との合弁で中国に搾油1場を建設したことも述べている1
9)ここまでが,聞き取り調査及び,油脂工業会館〔22〕を基にした内容.
5.穀物メジャーの中国市場への進出による影響
本節では,前節で確認した穀物メジャーによる中国搾油事業への参入が,現時点で日本の植物
油業界に与えている影響について言及し,大豆が多様な品目と相互に関連しあっていることを記
す.
第3節第4項目日本の植物油業界"で　く%0.0品soD.'
述べた通り,近年,日本における大豆油
消費量が減退し,パーム油消費量が増大
している.こうした動向は,次のことを
意味する.パーム油は,技術的な理由に
より原産地で搾油する必要がある植物油
であり,通常,日本での搾油工程を経る
必要はない.その為,近年の大豆油の消
費量減退とパーム油消費量の増加は,拷
油設備の稼働率低下に繋がっており,大
規模な装置産業である日本の製油工業に
90OOt)I) .　･
800OOO　て
700000　------
ヽOtlLIDJ ･　- I._ー
400000 i
300000 i
珊叩l:?
二　二
100808 1　:ー'-''
0　㌢
2005   2006   2007   20¢8    2 009
資料TnternatlOnalTrade Center(ITC)ホームページ[5]
第5図　日本の大豆ミール輸入の推移
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とって痛手となっている(註1).こうした,植物油供給の変化の背景には,国際的な油糧作物
価格の高騰により,安価なパーム油が注目を浴びていること,また,パーム油の精製技術が向上
し,その用途が拡大したことといった要因がある.しかし,大豆油製造の減退にはもう一つ,中
国やインド-の穀物メジャーの事業進出による次のような影響が確認される.
第9表　中国からの相手国別大豆ミール輸出の推移(単位1.000USD)
2005 ??b?007 ???2009 
日本 ?3Rﾃ#??9,457 ?cづcC2?45,323 ??ﾃS??
韓国 迭ﾃ#cR?,970 ??C??1,915 鼎Bﾃ3??
ベトナム ?c?89 ?BﾃS#?21,518 都"ﾃ#c?
米国 ?ﾃイr?,546 唐ﾃsCB?5,065 ??都?
そ平準 途ﾃ?B?,460 ?rﾃ??58,680 田Bﾃャr?
呑計 ?S?cs?｢~99,521 ?C津CC?272,500 鉄?ﾃ鼎?
資料InternationalTrade Center (ITC)ホームページ[5]より筆者作成.
第10表　インドからの相手国別大豆ミール輸出の推移(単位1,000USD)
2005 ??b?007 ???2009 
ベトナム ?3?S#?215,822 ?srﾃScr?94,462 ?cRﾃ#3?
日本 涛?SS?118,216 ??ﾃ?B?61,750 ??ﾃ3cR?
インドネシア ??ﾃ#s?154,036 ?3rﾃ鉄?222,486 涛"ﾃ田B?
タイ ???b?1,585 涛bﾃ?b?82,524 ?#bﾃ??
韓国 ?"ﾃ3c2?34,451 ?3RﾃCcb?43,657 鼎?3??
隻_?他 ?Srﾃ3釘?73,446 ?s津鉄b?20,359 鉄#?s??
嘉ト 田C2ﾃ#s2?,067,556 ?ﾃ3?ﾃ#3?2,325,238 ?ﾃ3SRﾃCモ?
資料- InternatlOnalTradeCenter (ITC)ホームページ〔5〕より筆者作成.
前述したように,大豆搾油事業によって産出される生産物は,大豆油と大豆ミールの2つに
大きく区分される.このうち沿岸部で製造される大豆油は中国国内で消費されるが,大豆ミール
は,畜産が盛んな中国内陸部-の輸送インフラの未整備の為に,多くが近隣国-のダンピング輸
出によって処理されている(註2).第5図は,日本の大豆ミール輸入の推移を表したものである.
この5年間で,中国とインドからの大豆ミール輸出が倍以上伸びている点が確認できる.ちなみ
にインドは,前述したように中国と同様に穀物メジャーによる参入が進む地域であり,中国と同
じように大豆ミールの過剰生産が起きている.また,第9表,第10表はそれぞれ,中国とイン
ドからの相手国別大豆ミール輸出の変遷である.両国の大豆ミール輸出量は, 2005年から2009
年にかけて大きく伸びている.特に,日本と同じように,韓国やベトナムでも,中国･インドか
らの大豆ミール輸入が増加している点が見て取れる.
こうした動向は,どのような意味を有するのだろうか.前述した通り,金額ベースで大豆油と
大豆ミールを比較すると,大豆ミールの方が大豆油に比べて高い価値を有している(註3).また,
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大豆油は他油糧作物を原料とした代替財(菜種油,パーム油等)があるのに対し,大豆ミールは･
安全で高タンパクな配合飼料として需要がある程度固定的である.このような事情である為,大
豆搾油事業の採算性は大豆ミールの需給動向に大きく左右されており,安価な大豆ミールの輸入
増大は,大豆搾油事業の採算性の悪化と大豆搾油量の減少に繋がっている(註4)･
このように,穀物メジャーによる中国搾油事業-の進出が,大豆ミール輸出という形で,既に
日本の植物油業界-影響を及ぼしている点が見て取れる.ただし,こうしたミール輸出の動向は,
中国内陸部のインフラが整備されれば解消すると見られており,短期的な動向と受け止められて
いる.しかし穀物メジャーが,中国の国内需要を満たした後の製品供給先として,東アジア各国
を位置付ける以上いずれは大豆油,大豆ミール双方の中国からの輸入が増力ける可能性がある･
また,一連の商品連鎖(Commodity Chain)は,各国の畜産業やパーム油等の他植物油の需給
動向とも相互に関連しあっている.極論を述べると,日本の畜産業の動向がパーム油輸入-影響
する部分もあり,産業連関的な広い視野での検討が今後も欠かせない･
註1) 2010年10月に行った,日清オイリオグループ株式会社広報･IR部広報･IRグループリーダー松
浦謙司氏及び同グループ成瀬美悠子氏からの聞き取り調査に依る.
2)日本食糧新聞社〔9〕, p.85参照.
3)先物取引において,大豆油と大豆ミールの価値の合計に占める大豆油の価値の割合(オイルバリュー)
の適正な水準は35-40%であり, 50%を下回る.
4) 2010年9月に行った,社団法人日本植物油協会事務局長小原勉氏及び,同年10月に行った株式会
社J_オイルミルズ広報･IR推進室長藤田一郎氏からの聞き取り調査に依る･
6.結論
最後に本節では,これまでの議論を基に,市場開放を推進する東アジア各国が,一連のフード･
レジームにどのように組み込まれるかという課題に応えて結論とする.
本稿は, ①東アジアの植物油市場が世界の植物油消費において大きな割合を占め,今後も拡大
が見込まれること. ②韓国･台湾･日本の植物油業界は,これまで,原料輸入･国内搾油方式に
ょる植物油供給を継続してきたものの,各国間で程度に差はあるものの,自由化-向けた外圧が
強まっていること. ③一方,経済成長の著しい中国は,穀物メジャーが大豆加工センターと位置
付けて搾油事業-の参入を加速させていること. ④これら穀物メジャーは,中国国内の需要を満
たした後に東アジア各国-植物油を輸出する構想であると見られること. ⑤現在,中国の製油工
業におけるADMのシェアは4割を占めており,今後, ADMl社が東アジア植物油市場を席巻
する可能性があること. ⑥現時点の日本市場において,中国･インドからの大豆ミール輸入の増
大による,大豆搾油事業の採算性悪化が確認されることの,大きく6点を確認してきた･
これまで原料輸入･国内搾油方式を採ってきた東アジア3カ国は, 3カ国間で程度の差はある
ものの,より一層の市場開放が進展する見込みであり,現在の植物油供給体制に亀裂が生じよう
としている.例えは日本がTPP-参加し植物油関税を引き下げると,韓国と同様に,米州大陸
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からの製品輸入が増大するであろう.ただし,中国に展開する穀物メジャーが,やがては東アジ
ア各国-植物油を供給する考えである以上　穀物メジャーが中国国内の需要を満たした後には,
米州大陸で生産された大豆を,中国で加工し,東アジア各国へ輸出する新たなフード･レジーム
が構築されることになる.穀物メジャーの資本蓄積を自由貿易化が後押しする形で,東アジアに
おける農業･食料システムが巨大なものになろうとしている.この際その影響は,大豆搾油事業
だけでなく,相互に関連のある畜産業や飼料事業,パーム油等の他植物油産業にも波及する見込
みであり,日本においてTPP参加が検討される中,多国籍資本等の今後の動向について多様な
側面からの注視が必要である.
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